











































 AMA(American Marketing Association)の前身である National Association of  Teachers of Marketing 





なっている１。1948年、1960年のマーケティングの定義においても、その客体は goods and services 
として継承された２。1960年代末からの、ソーシャル・マーケティング研究の進展によって、概念













 2004年、2007年と相次いでマーケティングの定義が改訂された。04年の客体の表現は value to 








































































   ○顧客との関係 
     ・サービス提供機関と顧客の間の関係 




     ・サービス提供の特質 
       サービスの継続的提供 ／ 都度の取引 
   ○サービス給付の個別度と判断 
     ・サービスの内容がカスタマイズされる程度 
       高い ／ 低い 
     ・個別の顧客のニーズに接客員が任務を適応させる判断の程度 
       高い ／ 低い 
   ○サービスの供給に対して需要の特質 
     ・需要の時系列的変動の程度 
       広い ／ 狭い 
     ・供給が制約される程度 
       ピーク時でもあまり遅滞なく需要が充足される ／  
       ピーク時には提供能力を通常上回る 
   ○サービス給付の方法 
     ・サービスの給付可能場所 
       単一地点 ／ 複数地点 
     ・顧客とサービス組織の間の相互作用の特質 
       顧客がサービス組織へ出向する ／ 
       サービス組織が顧客に出向する ／ 









  有体財：物質から構成される財であり、その取引においては所有権が移転する。 

















































































































































































































  商品企画：サービスの給付内容を企画すること 
  所有権移転有形部分：サービスの給付に伴って、所有権の移転が行われる有形な部分 
  非移転有形部分：サービスの給付に伴って、所有権は移転されないが、有形な部分 
  知的財産：無形であるが給付時に人間の作業のないコンテンツやブランド 
  接客：顧客にサービスを対面で直接的に給付する（電話等を含む） 
  非 CP：顧客にサービスを給付する際に、直接、対面しないが、人間の作業の部分 
  システム：サービスの給付に関わる機械やネットワークシステム 
  顧客の参加：サービス給付時に影響を与える他の顧客の存在と CPの代わりに顧客が行うこと 
 サービスを考える上では、接客や CP だけではなく、客体を総合して把握した後に、それぞれの
要素を検討する必要がある。接客以前の商品企画や非 CP による作業などが総合して、評価される
はずである。 
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  調査目的：ホテルのサービスの重視要素を明らかにする。 
  調査内容：ホテルの利用状況、関与度、重要度、口コミなど 
  調査主体：東洋大学 長島広太（平成20年度一般研究費によるものである） 
  実査主体：楽天リサーチ 







  調査期間：2008年８月27日から８月28日 
30 Q３（重要度に関する設問）の32項目において同一選択肢だけを選択している場合と、尖度が高い（ほと
んど同一選択肢のみを選択している）回答については、自由回答欄が３つとも「なし」にとなっている場
合と、Q３の回答と明らかに矛盾する既述がある場合を集計対象から除外した。したがって、集計対象数
は389票であった。 
 
（2008年９月16日受理） 
